


報告事項１ 

令和７年度事業報告 
 

自 令和７年４月 １日 
至 令和８年３月３１日 

 

我が国経済は、物価高騰による家計負担の増大により、個人消費の回復に足

踏みが見られるなど、消費マインドの冷え込みが顕著となっております。 

また、国際的な関税問題や中東情勢の緊迫化など、海外情勢を巡る懸念材料

も多く残されており、今後の経済動向については、引き続き注視を要する状況

にあります。 

不動産業界におきましては、日本銀行の金融政策の見直し等を背景に住宅ロ

ーン金利が上昇傾向にあり、これまで住宅市場を支えてきた需要層においても、

住宅取得を慎重に検討する動きが見られつつあります。 

このような消費者の住宅購入意欲の低下は、不動産市場における大きな懸念

材料であります。一方で、国土交通省が策定した「不動産業による空き家対策

推進プログラム」により、空き家問題の解決に向けた宅建業者への期待は、こ

れまで以上に高まっております。低廉な空き家等に係る媒介報酬の見直しや、

コンサルティング業務の明確化など、不動産流通の促進に資する環境整備も進

められており、宅建業者には、多様化・複雑化する宅地建物取引に的確に対応

することが求められております。 

こうした状況の中、本会が果たすべき役割は、ますます重要なものとなって

おります。「ハトマークグループ・ビジョン」に掲げる「安心・安全な不動産取

引を実現し、会員・消費者・地域が共に発展する社会を支える存在となる」と

の理念のもと、各種事業を推進してまいりました。 

宅地建物取引業者及び一般消費者を対象とした研修会の開催をはじめ、宅地

建物取引士法定講習及び宅地建物取引士資格試験の実施など、公益目的事業を

着実に展開いたしました。 

また、本部及び支部の不動産会館における無料相談の実施、並びに札幌駅前

通地下歩行空間における「たっけんライブラリー事業」等を通じて、不動産知

識の普及啓発にも積極的に取り組んでまいりました。 

さらに、会員支援を目的として設立した「一般財団法人北海道宅建サポート

センター」との連携を図り、会員支援事業の一層の充実に努めました。 

以下、令和７年度に実施した各事業の概要について、ご報告申し上げます。 
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ⅠⅠ..公公益益目目的的事事業業  

  １１．．消消費費者者保保護護事事業業（（公公１１））  
（（１１））相相談談事事業業のの充充実実（（相相談談業業務務委委員員会会））  

相談業務に関する各種の研修実施や、関係機関・団体が開催する研修・会議等

への参加等により、担当役職員及び相談員等の知識修得や質的向上を図るととも

に、業務の改善等に積極的に取り組むことにより、事業の充実及び効率化に努め

ました。 

①一般相談業務 

  令和７年４月から令和８年３月までの一般相談受付件数は４，３３２件でした。 

内容別では、借地借家に関する相談が１，４４１件（約３３％）、宅建業法・民

法に関する相談が８７８件（約２０％）、契約に関する相談が、７３４件（約１７％）

となっており、これらで相談件数全体の約７０％を占めています。また、相談件

数４，３３２件の内、本部無料相談所での受付件数は３，７１１件となっており、

全体の約８６％を占めています(別表１参照)。 

                                    

②関係機関・団体が開催する研修等への参加 

担当役職員及び相談員等の知識修得や質的向上を図るため、関係機関・団体が

開催する研修・会議等に参加しました。 

 

【関係機関等が開催する研修等への参加例】 

（ⅰ）会議名：(一財)不動産適正取引推進機構第１２６回講演会 

日 時：令和７年７月１１日 

場 所：住宅金融支援機構 本店１階 “すまい・るホール” 

内 容：「不動産取引のトラブル解決策・防止策」 

        講師：松田綜合法律事務所 白井 潤一 弁護士 

                     佐藤 康之 弁護士 

          受講者：本部相談所専任相談員１名 

 

（ⅱ）会議名：(一財)不動産適正取引推進機構第１２７回講演会 

日 時：令和７年１１月２８日 

場 所：住宅金融支援機構 本店１階 “すまい・るホール” 

内 容：「区分所有法の改正と改正による不動産業者への影響」 

        講師：山下・渡辺法律事務所 渡辺 晋 弁護士 

          受講者：本部相談所専任相談員１名 

 

（（２２））認認定定相相談談員員へへのの専専門門研研修修のの実実施施及及びび出出張張講講習習・・研研修修支支援援等等のの充充実実（（相相談談業業務務委委

員員会会））  

近年複雑化・多様化の傾向にある相談・苦情事案に適正且つ迅速に対応するた

め、保証協会との連携により、認定相談員等を対象とした専門研修を実施し、相
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ⅠⅠ..公公益益目目的的事事業業  

  １１．．消消費費者者保保護護事事業業（（公公１１））  
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相談業務に関する各種の研修実施や、関係機関・団体が開催する研修・会議等

への参加等により、担当役職員及び相談員等の知識修得や質的向上を図るととも

に、業務の改善等に積極的に取り組むことにより、事業の充実及び効率化に努め

ました。 

①一般相談業務 

  令和７年４月から令和８年３月までの一般相談受付件数は４，３３２件でした。 

内容別では、借地借家に関する相談が１，４４１件（約３３％）、宅建業法・民

法に関する相談が８７８件（約２０％）、契約に関する相談が、７３４件（約１７％）

となっており、これらで相談件数全体の約７０％を占めています。また、相談件

数４，３３２件の内、本部無料相談所での受付件数は３，７１１件となっており、

全体の約８６％を占めています(別表１参照)。 

                                    

②関係機関・団体が開催する研修等への参加 

担当役職員及び相談員等の知識修得や質的向上を図るため、関係機関・団体が

開催する研修・会議等に参加しました。 

 

【関係機関等が開催する研修等への参加例】 

（ⅰ）会議名：(一財)不動産適正取引推進機構第１２６回講演会 

日 時：令和７年７月１１日 

場 所：住宅金融支援機構 本店１階 “すまい・るホール” 

内 容：「不動産取引のトラブル解決策・防止策」 

        講師：松田綜合法律事務所 白井 潤一 弁護士 

                     佐藤 康之 弁護士 

          受講者：本部相談所専任相談員１名 

 

（ⅱ）会議名：(一財)不動産適正取引推進機構第１２７回講演会 

日 時：令和７年１１月２８日 

場 所：住宅金融支援機構 本店１階 “すまい・るホール” 

内 容：「区分所有法の改正と改正による不動産業者への影響」 

        講師：山下・渡辺法律事務所 渡辺 晋 弁護士 

          受講者：本部相談所専任相談員１名 

 

（（２２））認認定定相相談談員員へへのの専専門門研研修修のの実実施施及及びび出出張張講講習習・・研研修修支支援援等等のの充充実実（（相相談談業業務務委委

員員会会））  

近年複雑化・多様化の傾向にある相談・苦情事案に適正且つ迅速に対応するた

め、保証協会との連携により、認定相談員等を対象とした専門研修を実施し、相

 

談業務の充実を図るとともに、相談員等の質的向上に努めました。 

 

会議名：「令和７年度相談・苦情解決業務研修会」 

方 法：研修動画視聴方式による(支部単位集合方式・Ｗｅｂオンデマンド方式) 

          講 師：(公財)不動産流通推進センター事業推進室 参事 渡邉 宏 

内 容：テーマ１ トラブル事例２ ２項道路を路地状部分と思い込み 

テーマ２ トラブル事例５ コンクリートガラでくい打ち工事が中断 

テーマ３ トラブル事例１１ 越境解消の協定書はあったが 

テーマ４ トラブル事例１８ 半年前にあった飛び降り自殺 

                    （動画：約１時間３０分） 

期 間：令和７年８月１日～９月３１日 

   受講者：認定相談員７９名、理事・支部長１７名、本部委員７名、 

専任相談員２名、事務局１２名（計１１７名） 

 

また、消費者の利益保護に寄与することを目的に、取引に関するトラブルの予防 

や会員業者等への法令遵守の啓発・周知等をすすめるため、出張講習等の講師派遣 

及び各種研修会・セミナー等への支援・協力等に努めました。                  

 

【講師派遣・各種研修会等への支援・協力等実施状況】 

① 会議名：帯広支部「令和７年度第１回相談員研修会」 

 日 時：令和７年７月１７日(木) １０:００～１３:３０ 

        会 場：帯広支部会館 会議室 

② 会議名：空知支部「令和７年度相談員研修会」 

        日 時：令和７年８月２７日(水) １３:３０～１５:３０ 

        会 場：岩見沢市民会館 まなみーる 多目的室２ 

③ 会議名：室蘭支部「令和７年度室蘭支部不動産実務セミナー」 

       日 時：令和７年９月８日(月)  １３:３０～１５:３０ 

       会 場：FKホールディングス生涯学習センターきらん ２階研修室 

④ 会議名：釧路支部「令和７年度相談・苦情処理研修会」 

       日 時：令和８年２月５日(木)  １２:００～１５:３０ 

会 場：釧路不動産会館 ２階会議室 

 

（（３３））消消費費者者啓啓発発事事業業のの実実施施（（相相談談業業務務委委員員会会））  

広く消費者の利益保護に寄与することを目的として、保証協会との連携により、 

「原状回復のてびき」「媒介報酬啓発パンフレット」等の冊子・パンフレットの頒 

布を行い、消費者啓発事業の充実に努めました。 

 

【原状回復のてびきの配布】 

賃貸借トラブルの未然防止及びその早期解決の指針として活用されることを目

的として、冊子「原状回復のてびき」を７，０００部作成し、道・各市町村・各

消費生活センター等の関係機関及び協会本部・各支部の窓口等を通して、広く一
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般消費者等へ配布しました。     

【賃貸借媒介ルール啓発パンフレットの配布】 

広く消費者の利益保護に寄与することを目的として、「賃貸借媒介ルール啓発パ

ンフレット｣を４，０００部作成し、道・各市町村・各消費生活センター等の関係

機関及び協会本部・各支部窓口等を通して一般消費者等へ配布しました。   

  

（（４４））たたっっけけんんラライイブブララリリーー事事業業のの実実施施（（相相談談業業務務委委員員会会））  

不動産取引に関するトラブルの未然防止と取引の公平性・安全性に寄与するこ 

とをおもな目的に、たっけんライブラリー事業を実施し、消費者等の不動産に関 

する知識の取得や情報収集機会の拡大等に努めました。また、事業における新た

な取組みの検討や実施をすすめました（別表２参照）。 

 

（（５５））合合同同行行政政相相談談等等へへのの参参加加（（相相談談業業務務委委員員会会））  

総務省北海道管区行政評価局が実施する合同行政相談や札幌市が設置する相談

窓口等への相談員の派遣及び関係機関・団体が実施する行事への参加等により、

消費者等への相談機会の拡充等に努めました（別表３参照）。 

 

（（６６））取取引引ににおおけけるる紛紛争争予予防防啓啓発発事事業業のの実実施施（（相相談談業業務務委委員員会会））  

 消費者の利益保護に寄与することを目的として会員の取引における紛争予防や

法令順守の啓発等に資するため、保証協会との連携により、不動産取引における

紛争予防等に役立つ各種の情報発信や弁護士による無料法律相談サイトの運用等

を主な内容とする事業の充実に努めました。 

  
（（７７））不不動動産産関関係係法法令令のの新新設設・・改改正正へへのの対対応応（（情情報報提提供供委委員員会会））  

    不動産関係法令の新設や改正について、関係委員会と協力してホ－ムペ－ジや

広報誌、メール等を通じ迅速な情報提供を行いました。 
 

（（８８））広広報報誌誌「「宅宅建建ほほっっかかいいどどうう」」のの発発行行（（広広報報委委員員会会））  
  不動産取引に関する知識や情報を発信することにより、安心・安全な不動産取

引の推進に寄与することを目的として、広報誌「宅建ほっかいどう」を年６回発

行しました。 
当協会ホームページの専用ページで公開することで、会員及び一般消費者への効

果的な情報発信に努めました。 
  

（（９９））ホホ－－ムムペペ－－ジジのの充充実実（（広広報報委委員員会会・・支支部部事事業業））  
  安心・安全な不動産取引の推進を図るため、不動産関係法令の改正情報や取引

の基礎知識等に係る情報を発信するとともに、宅地建物取引士法定講習会や宅地

建物取引士資格試験の実施情報、各種セミナーの案内等、会員や消費者を問わず

有益な情報の発信に努めました。 
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般消費者等へ配布しました。     

【賃貸借媒介ルール啓発パンフレットの配布】 

広く消費者の利益保護に寄与することを目的として、「賃貸借媒介ルール啓発パ

ンフレット｣を４，０００部作成し、道・各市町村・各消費生活センター等の関係

機関及び協会本部・各支部窓口等を通して一般消費者等へ配布しました。   

  

（（４４））たたっっけけんんラライイブブララリリーー事事業業のの実実施施（（相相談談業業務務委委員員会会））  

不動産取引に関するトラブルの未然防止と取引の公平性・安全性に寄与するこ 

とをおもな目的に、たっけんライブラリー事業を実施し、消費者等の不動産に関 

する知識の取得や情報収集機会の拡大等に努めました。また、事業における新た

な取組みの検討や実施をすすめました（別表２参照）。 

 

（（５５））合合同同行行政政相相談談等等へへのの参参加加（（相相談談業業務務委委員員会会））  

総務省北海道管区行政評価局が実施する合同行政相談や札幌市が設置する相談

窓口等への相談員の派遣及び関係機関・団体が実施する行事への参加等により、

消費者等への相談機会の拡充等に努めました（別表３参照）。 

 

（（６６））取取引引ににおおけけるる紛紛争争予予防防啓啓発発事事業業のの実実施施（（相相談談業業務務委委員員会会））  

 消費者の利益保護に寄与することを目的として会員の取引における紛争予防や

法令順守の啓発等に資するため、保証協会との連携により、不動産取引における

紛争予防等に役立つ各種の情報発信や弁護士による無料法律相談サイトの運用等

を主な内容とする事業の充実に努めました。 

  
（（７７））不不動動産産関関係係法法令令のの新新設設・・改改正正へへのの対対応応（（情情報報提提供供委委員員会会））  

    不動産関係法令の新設や改正について、関係委員会と協力してホ－ムペ－ジや

広報誌、メール等を通じ迅速な情報提供を行いました。 
 

（（８８））広広報報誌誌「「宅宅建建ほほっっかかいいどどうう」」のの発発行行（（広広報報委委員員会会））  
  不動産取引に関する知識や情報を発信することにより、安心・安全な不動産取

引の推進に寄与することを目的として、広報誌「宅建ほっかいどう」を年６回発

行しました。 
当協会ホームページの専用ページで公開することで、会員及び一般消費者への効

果的な情報発信に努めました。 
  

（（９９））ホホ－－ムムペペ－－ジジのの充充実実（（広広報報委委員員会会・・支支部部事事業業））  
  安心・安全な不動産取引の推進を図るため、不動産関係法令の改正情報や取引

の基礎知識等に係る情報を発信するとともに、宅地建物取引士法定講習会や宅地

建物取引士資格試験の実施情報、各種セミナーの案内等、会員や消費者を問わず

有益な情報の発信に努めました。 
 
 

 

（（1100））公公益益目目的的事事業業ののＰＰＲＲとと不不動動産産取取引引にに関関すするる知知識識のの啓啓発発・・普普及及（（広広報報委委員員会会））  
当協会が実施している不動産無料相談や各種セミナー等の公益目的事業を消費 

者により浸透させ利用拡大を図るには、継続性のある広報活動が必要です。 
広報誌及びホームページの活用の他、SNS アプリケーションの LINE へ Web 

広告を掲載、また、STV ラジオで放送されている「ファイターズ LIVE」で２０

秒ＣＭを放送することで、公益目的事業のＰＲや不動産取引に関する知識の普

及・啓発を図りました。 
 
 （（1111））高高齢齢者者等等のの居居住住支支援援事事業業のの実実施施（（企企画画事事業業委委員員会会））  

      高齢者等の民間賃貸住宅への入居促進策について、行政機関による直接的な対

応に加え、現場で実務を担う居住支援法人との連携が有効であるとの方針に基づ

き、次年度以降の具体的な連携に向けた基礎的な検討を行いました。 

令和７年度においては、次年度以降の連携協議に繋げるための準備段階として、

見守りサービスを得意とし、かつ札幌市内を主な活動範囲としている居住支援法

人を対象にピックアップし、各法人の活動内容や支援の特徴等について情報収

集・整理を行い、本施策との親和性や連携の可能性について精査を進めました。 

 

 （（1122））支支部部不不動動産産無無料料相相談談所所のの充充実実（（支支部部事事業業））  

        不動産取引に関する相談に対し、適切な指導・助言を行うことによって、トラ

ブルの未然防止及び早期解決を図り、適正な宅地建物取引の推進と住生活の安定

を図るため、消費者保護を目的に設置する不動産無料相談所の充実に努めました。 

 

 （（1133））地地域域貢貢献献事事業業（（支支部部事事業業））  

        地域住民を対象に宅地建物取引に関するセミナ－や無料相談会を開催し、宅地

建物取引に関する知識を啓蒙するとともに、地域住民との信頼関係の構築を図り

ました。 

    また、暴追協と連携して地域社会から暴力団を追放し、業界の健全な発展と明

るい社会づくりを推進しました。 

 

  

２２．．人人材材育育成成事事業業（（公公２２））  
（（１１））宅宅建建協協会会不不動動産産研研修修会会のの実実施施（（研研修修委委員員会会））  

会員の資質向上及び法令を遵守した業務が行われるよう、各支部協力の下、業

務に資する内容を取り入れた宅建協会不動産研修会を次のとおり計３回実施しま

した。 
①第１回宅建協会不動産研修会 

第１部：令和７年度の税制改正（不動産関連）のポイント 
～譲渡所得に関する令和６年度以前の主な改正点～ 

第２部：知っておきたい相続税・贈与税のポイント 
～高齢化による相続税申告の増加を見据えた準備と対策～ 
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②第２回宅建協会不動産研修会 
第１部：不動産業のカスハラ対策 
第２部：不動産明渡（強制執行）の現場 

③第３回宅建協会不動産研修会 
不動産業業界における生成ＡＩの活用と今後の可能性 

 
受講状況については、３回の総受講会員数が２，３８７社、受講率が２４．９％

となりました。 
また、前年度に引き続き、「令和７年度あなたの不動産税金は」（小冊子）を

全会員に無料配布し、業務支援を行いました（別表４参照）。 
 

 
（（２２））受受託託業業務務のの適適正正なな実実施施（（研研修修委委員員会会）） 

① 宅地建物取引士法定講習の実施 
北海道知事の指定を受けて実施する宅地建物取引士法定講習を、Ｗｅｂ講習

を活用し実施しました。 
また、高齢者などＷｅｂでの受講が困難な方に向けた集合形式での講習を、

札幌・函館・旭川・帯広において計１７回実施しました。 
令和７年度の受講者はＷｅｂ講習が１，２４４名、座学講習が４３８名でし

た（別表５参照）。 
② 宅地建物取引士資格試験の実施 
（一財）不動産適正取引推進機構より受託する宅地建物取引士資格試験を、同

機構及び各支部の協力を得て、適正に実施しました。 
なお、令和７年度の申込者は８，５２８名、受験者は６，９６８名（受験率

８１．７％）、合格者は１，２６８名（合格率１８．２％）でした（別表６参照）。 
  

（（３３））不不動動産産起起業業セセミミナナ－－のの実実施施（（情情報報提提供供委委員員会会））  

宅地建物取引業の開業を志す個人や法人に対して、消費者保護の立場から事前

に宅地建物取引業の開業に必要な基礎知識を習得してもらい、開業後の安心・安

全な取引を推進することを目的として、不動産起業セミナーの動画を作成し、Web

（YouTube）上で公開しました。 

動画は二部構成で、第一部は干場輝明司法書士に「宅建業起業の際の会社設立

登記・不動産登記の基礎知識」について、第二部は中村文彦情報提供委員に「不

動産業に入ってからの経験と事業展開」について、ご講演いただきました。 

 
（（４４））宅宅建建業業者者対対象象研研修修会会のの開開催催（（支支部部事事業業））  

宅建業者（会員外業者を含む）を対象として、適正な宅地建物取引の推進のた

め、宅建業に関する法令等をテーマとした研修会を開催し、専門知識の向上に努

めました。 
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②第２回宅建協会不動産研修会 
第１部：不動産業のカスハラ対策 
第２部：不動産明渡（強制執行）の現場 

③第３回宅建協会不動産研修会 
不動産業業界における生成ＡＩの活用と今後の可能性 

 
受講状況については、３回の総受講会員数が２，３８７社、受講率が２４．９％

となりました。 
また、前年度に引き続き、「令和７年度あなたの不動産税金は」（小冊子）を

全会員に無料配布し、業務支援を行いました（別表４参照）。 
 

 
（（２２））受受託託業業務務のの適適正正なな実実施施（（研研修修委委員員会会）） 

① 宅地建物取引士法定講習の実施 
北海道知事の指定を受けて実施する宅地建物取引士法定講習を、Ｗｅｂ講習

を活用し実施しました。 
また、高齢者などＷｅｂでの受講が困難な方に向けた集合形式での講習を、

札幌・函館・旭川・帯広において計１７回実施しました。 
令和７年度の受講者はＷｅｂ講習が１，２４４名、座学講習が４３８名でし

た（別表５参照）。 
② 宅地建物取引士資格試験の実施 
（一財）不動産適正取引推進機構より受託する宅地建物取引士資格試験を、同

機構及び各支部の協力を得て、適正に実施しました。 
なお、令和７年度の申込者は８，５２８名、受験者は６，９６８名（受験率

８１．７％）、合格者は１，２６８名（合格率１８．２％）でした（別表６参照）。 
  

（（３３））不不動動産産起起業業セセミミナナ－－のの実実施施（（情情報報提提供供委委員員会会））  

宅地建物取引業の開業を志す個人や法人に対して、消費者保護の立場から事前

に宅地建物取引業の開業に必要な基礎知識を習得してもらい、開業後の安心・安

全な取引を推進することを目的として、不動産起業セミナーの動画を作成し、Web

（YouTube）上で公開しました。 

動画は二部構成で、第一部は干場輝明司法書士に「宅建業起業の際の会社設立

登記・不動産登記の基礎知識」について、第二部は中村文彦情報提供委員に「不

動産業に入ってからの経験と事業展開」について、ご講演いただきました。 

 
（（４４））宅宅建建業業者者対対象象研研修修会会のの開開催催（（支支部部事事業業））  

宅建業者（会員外業者を含む）を対象として、適正な宅地建物取引の推進のた

め、宅建業に関する法令等をテーマとした研修会を開催し、専門知識の向上に努

めました。 

 

 

ⅡⅡ．．共共益益事事業業・・収収益益事事業業  

１１．．協協会会ＰＰＲＲ事事業業（（他他１１）） 

（（１１））協協会会ＰＰＲＲ広広告告のの実実施施（（広広報報委委員員会会・・支支部部事事業業））  
  業界誌や一般誌等に当協会のＰＲ広告を掲載しました。 

 

（（２２））新新規規入入会会促促進進ののＰＰＲＲ（（広広報報委委員員会会））  

当協会への新規入会者を増やすことを目的として、検索サイト Googleのホーム

ページへＷｅｂ広告を掲載、動画サイト YouTube へ動画広告を掲載し、特設ホー

ムページへ誘導する方法で、当協会のＰＲ広告を掲載しました。当 

 

２２．．宅宅建建協協会会運運営営事事業業（（他他２２））  
（（１１））レレイインンズズのの適適正正利利用用及及びび利利用用促促進進（（情情報報提提供供委委員員会会））  

令和７年度のレインズ物件登録数は、売買物件 24,314件（前年比 94.3％）、賃

貸物件 2,019件（前年比 87.7％）、合計 26,333件（前年比 93.8％）で、成約物件

登録数は、売買物件 5,797件（前年比 101.5％）、賃貸物件 563件（前年比 104.5％）、

合計 6,360件（前年比 101.7％）でした（別表７参照）。レインズ IP型会員数は、

2,945会員（加入率 90％）となりました（別表８参照）。 

また、支部からの要請によりレインズの基礎的な利用方法を習得する研修会を

実施しました。 

  

（（２２））ハハトトササポポＢＢＢＢのの利利用用促促進進及及びびＰＰＲＲ（（情情報報提提供供委委員員会会））  

ハトサポＢＢの利用促進を図るため、令和５年度より３ヶ年計画で取り組んで

きたハトサポＢＢ利用促進動画の制作は最終年度を迎え、今年度は「ハトサポＢ

Ｂを使いこなす」をテーマに「ATBBからの物件データコピー機能」と「特約容認

事項文例集を用いた契約書作成」について塩崎情報提供委員にご講演いただき動

画を制作し、当会ホームページ上に公開しました。 

 

（（３３））全全宅宅連連ととのの意意見見交交換換会会のの実実施施（（情情報報提提供供委委員員会会））  

全宅連及び情報提供委員会における各種取り組みについて、現状の共有、ロー

ドマップの同期、ならびに技術支援に関する意見交換を目的として協議を行いま

した。 

本意見交換では、主に以下のテーマについて議論を交わしました。 

・ハトサポＢＢの今後の展開 

・情報提供の質の確保およびＬＩＮＥの運用方針 

・アカウント統合に向けた技術的支援のあり方 

・AI・DXの活用状況と今後の展望 

・蓄積データの活用における現状の課題 

・Web書式作成システムに対する要望・改善点 

これらを通じて、各施策の方向性や課題について共通認識を深めるとともに、

今後の連携強化に向けた有意義な意見交換となりました。 
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（（４４））LLIINNEE 公公式式アアカカウウンントト移移行行協協議議（（情情報報提提供供委委員員会会））  

当会では、主要な連絡手段としてメールを活用しているものの、情報の伝達力や

到達度といった「伝達の質」に課題を抱えています。 

 このため、現在札幌 5 支部で運用している LINE 公式アカウントの全道展開につ

いて、理事会及び関係委員会へ提案を行いました。 

その結果、令和 8年度からの全道展開に向けた導入の方向性及び実施に向けた道

筋を付けることができました。 

  
（（５５））入入会会研研修修のの実実施施（（研研修修委委員員会会））  

新入会員を対象とした研修会を、札幌・函館・旭川・帯広の４会場において計

４回実施しました。 
研修内容は、協会組織の概要、保証協会の業務内容と法令遵守の重要性等を解

説し、４４社（受講率３３．６％）が受講しました。 
  

（（６６））不不動動産産ココンンササルルテティィンンググ技技能能試試験験のの実実施施((研研修修委委員員会会))  

（公財）不動産流通推進センターより受託する不動産コンサルティング技能試験

を、同センターと綿密な連携を図り適正に実施しました。 
なお、令和７年度の受験者は１５名、合格者は６名（合格率４０．０％）でした 
（別表９参照）。 

  

（（７７））賃賃貸貸不不動動産産経経営営管管理理士士講講習習のの実実施施((研研修修委委員員会会))  

(一社)賃貸不動産経営管理士協議会より受託する、賃貸不動産経営管理士講習

を同協議会と綿密な連携を図り適正に実施しました。 

なお、令和７年度の受講申込者数は１０８名（定員１０８名）、受講者数１０５名、

受講率９７．２％でした。 

 

（（８８））新新入入会会員員実実務務セセミミナナーーのの開開催催（（企企画画事事業業委委員員会会・・支支部部事事業業））  

実務経験のない新入会員等をサポートするため、売買実務の基礎知識等の習得

を目的としたセミナーを本部・支部が連携して４回開催し４６会員５２名が受講

しました。 

また、実務を円滑に行うには、他業者との連携が不可欠であることから、受講

者同士の交流を図るため、グループミーティングを併せて実施しました。 

 

（（９９））不不動動産産ＤＤＩＩ調調査査のの実実施施（（企企画画事事業業委委員員会会））  
会員に対し、地価や取引件数等についてアンケート調査を行い、現況や先行き

の見通し等についての判断を集計してまとめ、不動産市場動向を的確に把握する

ために、関係団体と共同で不動産ＤＩ調査を実施し、不動産取引の参考資料とし

て利用していただけるよう、調査結果をホームページに公開しました。 
 

（（1100））メメーーリリンンググリリスストトをを活活用用ししたた情情報報発発信信（（広広報報委委員員会会））  

相談業務委員会を中心とした各委員会と連携し、不動産関係法令の改正情報や
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（（４４））LLIINNEE 公公式式アアカカウウンントト移移行行協協議議（（情情報報提提供供委委員員会会））  

当会では、主要な連絡手段としてメールを活用しているものの、情報の伝達力や

到達度といった「伝達の質」に課題を抱えています。 

 このため、現在札幌 5 支部で運用している LINE 公式アカウントの全道展開につ

いて、理事会及び関係委員会へ提案を行いました。 

その結果、令和 8年度からの全道展開に向けた導入の方向性及び実施に向けた道

筋を付けることができました。 

  
（（５５））入入会会研研修修のの実実施施（（研研修修委委員員会会））  

新入会員を対象とした研修会を、札幌・函館・旭川・帯広の４会場において計

４回実施しました。 
研修内容は、協会組織の概要、保証協会の業務内容と法令遵守の重要性等を解

説し、４４社（受講率３３．６％）が受講しました。 
  

（（６６））不不動動産産ココンンササルルテティィンンググ技技能能試試験験のの実実施施((研研修修委委員員会会))  

（公財）不動産流通推進センターより受託する不動産コンサルティング技能試験

を、同センターと綿密な連携を図り適正に実施しました。 
なお、令和７年度の受験者は１５名、合格者は６名（合格率４０．０％）でした 
（別表９参照）。 

  

（（７７））賃賃貸貸不不動動産産経経営営管管理理士士講講習習のの実実施施((研研修修委委員員会会))  

(一社)賃貸不動産経営管理士協議会より受託する、賃貸不動産経営管理士講習

を同協議会と綿密な連携を図り適正に実施しました。 

なお、令和７年度の受講申込者数は１０８名（定員１０８名）、受講者数１０５名、

受講率９７．２％でした。 

 

（（８８））新新入入会会員員実実務務セセミミナナーーのの開開催催（（企企画画事事業業委委員員会会・・支支部部事事業業））  

実務経験のない新入会員等をサポートするため、売買実務の基礎知識等の習得

を目的としたセミナーを本部・支部が連携して４回開催し４６会員５２名が受講

しました。 

また、実務を円滑に行うには、他業者との連携が不可欠であることから、受講

者同士の交流を図るため、グループミーティングを併せて実施しました。 

 

（（９９））不不動動産産ＤＤＩＩ調調査査のの実実施施（（企企画画事事業業委委員員会会））  
会員に対し、地価や取引件数等についてアンケート調査を行い、現況や先行き

の見通し等についての判断を集計してまとめ、不動産市場動向を的確に把握する

ために、関係団体と共同で不動産ＤＩ調査を実施し、不動産取引の参考資料とし

て利用していただけるよう、調査結果をホームページに公開しました。 
 

（（1100））メメーーリリンンググリリスストトをを活活用用ししたた情情報報発発信信（（広広報報委委員員会会））  

相談業務委員会を中心とした各委員会と連携し、不動産関係法令の改正情報や

 

各委員会での取り組み等、ペーパーレス社会に対応する為、会員にとって有益な

情報や協会の活動状況について、情報発信力強化に努めました。 
 

（（1111））新新規規入入会会促促進進活活動動のの実実施施（（総総務務委委員員会会））  

本部・支部事務局窓口での協会加入メリット等の説明を行い、積極的な新入会

員の加入促進に努めたとともに、入会事務処理を適正かつ迅速に行いました（別

表１０参照）。 

 

（（1122））事事務務局局体体制制のの強強化化とと職職員員のの資資質質のの向向上上（（総総務務委委員員会会））  

本部・支部窓口業務のより一層の充実を図りました。 

また、本部・支部事務局職員の事務局会議を開催し、事業執行及び経理処理等

について、統一した事務処理体制を図りました。 

 

（（1133））イインンタタ－－ネネッットト上上ででのの情情報報公公開開のの実実施施（（総総務務委委員員会会））  

会員名簿、計算書類、役員名簿等をインタ－ネット上に公開し、広く一般に情

報公開を行い、協会運営の透明化・適正化に寄与しました。 

 

（（1144））不不動動産産キキャャリリアアパパーーソソンン講講座座のの受受講講促促進進活活動動（（総総務務委委員員会会））  

全宅連が会員企業の全従事者及び、一般消費者に受講を進めている不動産キャ

リアパーソン講座の受講推進に向け、全宅連広報紙等を通じ周知活動を行いまし

た。 

  

（（1155））北北海海道道宅宅建建会会館館建建設設のの検検討討（（総総務務委委員員会会））  

北海道不動産会館の建設に係るワーキンググループを設置し、プロポーザル方

式により選定した設計業者と具体的な建設計画について協議しました。 
 

（（1166））行行政政機機関関及及びび関関係係団団体体等等かからら受受託託すするる業業務務のの実実施施（（総総務務委委員員会会））  

「北海道空き家情報バンク」等、北海道等から受託する業務について、受託先

と緊密に連携を図り、受託業務の適切な実施に努めました。 

 

（（1177））他他のの委委員員会会のの所所管管にに属属ささなないい事事項項のの検検討討（（総総務務委委員員会会））  

      不動産関係団体協議会等、他の委員会の所管に属さない事項について、他団体

等との連携を密に検討を行いました。 

 

（（1188））健健全全なな財財務務運運営営とと適適正正なな経経理理処処理理（（財財務務委委員員会会））  

① 公益社団法人として適正に事業を実施するため、公益事業比率を遵守した予算

執行に努めました。 

② 各事業の進捗状況並びに収支状況を把握し、事業費の内容等について、規約規

定等に基づき適切に行われているか、チェック体制を強化しました。 

③ 平成２０年会計基準に基づく適正な会計処理を実施するため、本部・支部役職

員間の意思統一を行い、適切な事務処理体制を図りました。 

－8－ －9－



 

  このため必要に応じ各種研修会等へ参加し、知識の向上と情報収集に努めまし

た。 

④ 支部予算の配賦基準、支部予算案の作成については、公益目的事業と共益事業

のバランス、透明性と公正、コンプライアンスを重視するよう、次年度の予算編

成を行いました。 

⑤ 必要に応じて会計事務所と連携し、適切な会計処理を実施しました。 

 

（（1199））ハハトトママーーククググルルーーププ・・ビビジジョョンンのの推推進進にに向向けけたた活活動動（（特特別別委委員員会会））  

   ハトマークグループ・ビジョンの担当機関として特別委員会を設置し、本部委

員会及び支部のビジョン進捗状況の検証を行いました。 

 
（（2200））支支部部広広報報誌誌のの発発行行（（支支部部事事業業））  

支部会員に対して広報誌を発行し、活動状況等について報告しました。 
  

（（2211））会会員員交交流流事事業業のの実実施施（（支支部部事事業業））  

      会員相互の情報交換及び親睦交流を目的として会員交流事業を実施しました。 

 

（（2222））会会員員をを対対象象ににししたた研研修修会会のの実実施施（（支支部部事事業業））  
  会員の日常業務を支援するため、宅建業に関する法令や税制等をテ－マとした

研修会を開催し、専門知識の向上に努めました。 
また、会員のパソコン操作技能向上を目的にレインズやハトサポＢＢの操作方

法等について研修会を開催しました。 
 

（（2233））新新入入会会員員ののササポポーートト強強化化（（支支部部事事業業））  
  新入会員の入会促進及び入会後の早期退会を防止する観点から、新入会員が直

面する実務上の困りごとに助言・指導する体制を整えました。 
 

（（2244））宅宅建建業業にに属属ささなないい地地域域貢貢献献事事業業のの実実施施（（支支部部事事業業））  

      宅地建物取引とは関連がありませんが、地域社会に貢献することを目的として、

少年野球大会の実施、地域事業への協賛、献血活動等の地域貢献事業を実施しま

した。 

 

（（2255））関関係係諸諸団団体体ととのの連連携携（（支支部部事事業業））  

      関係諸団体との連携のもと、業界の資質向上に努めました。 

 

 

３３．．会会館館管管理理事事業業（（収収１１））  
（（１１））収収益益事事業業（（会会館館管管理理事事業業））  

      テナントの賃料を財源として不動産会館の維持管理を行い、収益は公益事業 

費に還元し、健全な会館管理事業を実施しました。 
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  このため必要に応じ各種研修会等へ参加し、知識の向上と情報収集に努めまし

た。 

④ 支部予算の配賦基準、支部予算案の作成については、公益目的事業と共益事業

のバランス、透明性と公正、コンプライアンスを重視するよう、次年度の予算編

成を行いました。 

⑤ 必要に応じて会計事務所と連携し、適切な会計処理を実施しました。 

 

（（1199））ハハトトママーーククググルルーーププ・・ビビジジョョンンのの推推進進にに向向けけたた活活動動（（特特別別委委員員会会））  

   ハトマークグループ・ビジョンの担当機関として特別委員会を設置し、本部委

員会及び支部のビジョン進捗状況の検証を行いました。 

 
（（2200））支支部部広広報報誌誌のの発発行行（（支支部部事事業業））  

支部会員に対して広報誌を発行し、活動状況等について報告しました。 
  

（（2211））会会員員交交流流事事業業のの実実施施（（支支部部事事業業））  

      会員相互の情報交換及び親睦交流を目的として会員交流事業を実施しました。 

 

（（2222））会会員員をを対対象象ににししたた研研修修会会のの実実施施（（支支部部事事業業））  
  会員の日常業務を支援するため、宅建業に関する法令や税制等をテ－マとした

研修会を開催し、専門知識の向上に努めました。 
また、会員のパソコン操作技能向上を目的にレインズやハトサポＢＢの操作方

法等について研修会を開催しました。 
 

（（2233））新新入入会会員員ののササポポーートト強強化化（（支支部部事事業業））  
  新入会員の入会促進及び入会後の早期退会を防止する観点から、新入会員が直

面する実務上の困りごとに助言・指導する体制を整えました。 
 

（（2244））宅宅建建業業にに属属ささなないい地地域域貢貢献献事事業業のの実実施施（（支支部部事事業業））  

      宅地建物取引とは関連がありませんが、地域社会に貢献することを目的として、

少年野球大会の実施、地域事業への協賛、献血活動等の地域貢献事業を実施しま

した。 

 

（（2255））関関係係諸諸団団体体ととのの連連携携（（支支部部事事業業））  

      関係諸団体との連携のもと、業界の資質向上に努めました。 

 

 

３３．．会会館館管管理理事事業業（（収収１１））  
（（１１））収収益益事事業業（（会会館館管管理理事事業業））  

      テナントの賃料を財源として不動産会館の維持管理を行い、収益は公益事業 

費に還元し、健全な会館管理事業を実施しました。 

　  内訳 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

業 契 物 報 借 手 税 ロ 登 業 建 価 国 空 そ 合

者 約 件 酬 地 付 金 ｜ 記 法 築 格 土 き の

に に に に 借 金 に ン に ・ ⌒ 等 法 家 他

関 関 関 関 家 に 関 等 関 民 建 に ・ に 計

す す す す に 関 す に す 法 基 関 都 関

る る る る 関 す る 関 る に 法 す 計 す

相 相 相 相 す る 相 す 相 関 含 る 法 る

談 談 談 談 る 相 談 る 談 す ）相 等 相

相 談 相 る に 談 に 談

談 談 相 関 関

談 す す

る る

相 相

談 談

支部

小　樽 8 2 18 0 14 1 0 0 0 1 0 0 0 6 0 50

函　館 4 22 6 4 6 0 1 0 0 1 1 0 0 1 24 70

室　蘭 0 3 24 0 3 1 0 0 1 0 0 3 0 43 10 88

苫小牧 2 5 11 0 14 0 1 0 0 4 0 0 0 23 14 74

空　知 3 0 6 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 2 2 14

旭　川 9 25 31 8 82 0 1 0 1 3 0 0 0 7 1 168

帯　広 5 11 22 1 14 0 1 0 0 1 0 1 0 0 3 59

北　見 1 7 3 0 2 0 1 0 0 0 0 0 0 1 1 16

釧　路 2 9 6 8 18 4 0 1 2 3 0 1 2 21 5 82

本　部 50 650 376 119 1,282 18 56 9 34 867 33 34 2 6 175 3,711

合　計 84 734 503 140 1,435 24 61 10 38 880 34 40 4 110 235 4,332

一般相談受付状況

一般相談申出件数（単位：件）

令和７年４月１日 ～ 令和８年３月３１日
別別表表１１
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たたっっけけんんラライイブブララリリーー事事業業  実実施施状状況況  

                       

  （（11））日日    時時   【４月】  ４月２１日(月)～２３日(水)  （３日間） 

           【５月】  ５月１９日(月)～２１日(水)  （３日間） 

           【７月】  ７月２５日(金)～２６日(土)  （２日間） 

                 （さっぽろ八月祭 2025 協賛） 

           【９月】  ９月２７日(土)～２８日(日)  （２日間） 

                 （ほっかいどう住宅フェア 2025 協賛） 

【１０月】  １０月６日(月)～８日(水)   （３日間） 

【１１月】 １１月２９日(土)～３０日(日)  （２日間） 

        （第８回道新資産運用フェアに出展） 

           【２月】  ２月１８日(水)～２０日(金)  （３日間） 

※ 実施時間 １０：００～１７：００ 

(11月は 9:30～17:00) 

 

（（22））場場    所所   ○札幌駅前通地下広場イベントスペース 

北大通交差点広場(東)：４月、５月、１０月、２月 

 ○札幌市北３条広場(アカプラ):７月 

○道庁赤レンガ庁舎前庭：９月 

 ○グランメルキュール札幌：１１月 

 

（（33））内内    容容   ① 不動産に関する資料・図表等のパネル展示 

「賃貸住宅の退去と原状回復について」：４月、２月 

「空き家ガイド」：５月 

「原野商法２次被害予防啓発パネル」：１０月 

「北海道に移住しませんか」：１０月 

「相談窓口案内その他」：１１・２月 

② 冊子･パンフレットの無料配布 

③ 不動産に関する情報提供や助言等の相談対応 

 

（（44））相相談談・・冊冊子子等等配配布布状状況況        

[相談件数]  [冊子・パンフ配布数] 

             【４月】 ４３件    １，６５６部 

【５月】 ２８件    １，４９７部 

            【１０月】 ４６件    １，６４１部 

 

別別表表２２  
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たたっっけけんんラライイブブララリリーー事事業業  実実施施状状況況  

                       

  （（11））日日    時時   【４月】  ４月２１日(月)～２３日(水)  （３日間） 

           【５月】  ５月１９日(月)～２１日(水)  （３日間） 

           【７月】  ７月２５日(金)～２６日(土)  （２日間） 

                 （さっぽろ八月祭 2025 協賛） 

           【９月】  ９月２７日(土)～２８日(日)  （２日間） 

                 （ほっかいどう住宅フェア 2025 協賛） 

【１０月】  １０月６日(月)～８日(水)   （３日間） 

【１１月】 １１月２９日(土)～３０日(日)  （２日間） 

        （第８回道新資産運用フェアに出展） 

           【２月】  ２月１８日(水)～２０日(金)  （３日間） 

※ 実施時間 １０：００～１７：００ 

(11月は 9:30～17:00) 

 

（（22））場場    所所   ○札幌駅前通地下広場イベントスペース 

北大通交差点広場(東)：４月、５月、１０月、２月 

 ○札幌市北３条広場(アカプラ):７月 

○道庁赤レンガ庁舎前庭：９月 

 ○グランメルキュール札幌：１１月 

 

（（33））内内    容容   ① 不動産に関する資料・図表等のパネル展示 

「賃貸住宅の退去と原状回復について」：４月、２月 

「空き家ガイド」：５月 

「原野商法２次被害予防啓発パネル」：１０月 

「北海道に移住しませんか」：１０月 

「相談窓口案内その他」：１１・２月 

② 冊子･パンフレットの無料配布 

③ 不動産に関する情報提供や助言等の相談対応 

 

（（44））相相談談・・冊冊子子等等配配布布状状況況        

[相談件数]  [冊子・パンフ配布数] 

             【４月】 ４３件    １，６５６部 

【５月】 ２８件    １，４９７部 

            【１０月】 ４６件    １，６４１部 

 

別別表表２２  

【１１月】 １７件      ３０５部 

             【２月】 ２８件    １，３１９部 

（合 計）１６２件    ６，４１８部 
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((11))「「合合同同行行政政相相談談」」参参加加状状況況

所属 開催日 場所 時間 派遣相談員

4月25日

5月23日

6月27日

7月25日

8月22日

9月26日

10月24日

11月28日

12月26日 川村　　健

1月23日

2月27日

3月27日

9月11日
［札幌市］イオンモール札幌平岡
１階センターコート

9月30日
［札幌市］
サンピアザ１階光の広場

10月22日
［札幌市］札幌駅前通地下歩行空
間北３条交差点広場

大窪　義裕

佐々木 規光

杉山　健

瀬尾　光博

今成　忠司

飛渡　理良

大野　盛仁

帯広支部
（一日合同行政
相談所）

9月4日
［帯広市］とかちプラザ１階大集
会室

安江　範鎮

大畑　弘之

長嶋　敏宏

長谷川　伸

木嶋　昌史

大畑　弘之

木嶋　昌史

((22))北北海海道道主主催催「「令令和和７７年年度度北北海海道道空空きき家家相相談談会会」」参参加加状状況況

所属 開催日 場所 時間 派遣相談員

札幌南支部 今村　敏彦

札幌西支部 北尾　榮章

釧路支部
（一日合同行政
相談所）

11月11日 ［根室市］根室市総合文化会館

11:00～15:00

10:30～15:30

10:00～15：00

［苫小牧市］イオンモール苫小牧
１階ウェストコート

9月18日
苫小牧支部
（一日合同行政
相談所）

10:00～16:00
［札幌市］北洋大通センター４階
セミナーホール

10月25日

本部相談所（札
幌総合行政相談
所）

本部相談所（一
日合同行政相談
所）

久慈　　裕

［釧路市］イオンモール釧路昭和
１階サンコート

9月30日
釧路支部
（一日合同行政
相談所）

［札幌市］
丸井今井札幌本店一条館９階
札幌総合行政相談所

10:00～16:00

大窪　義裕

大窪　義裕

[登別市]登別中央ショッピングセ
ンターアーニス

10月2日
室蘭支部
（一日合同行政
相談所）

別別表表３３
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((33))札札幌幌市市設設置置((市市民民のの声声をを聞聞くく課課))相相談談窓窓口口へへのの参参加加状状況況

所属 開催日 場所 時間 派遣相談員

札幌西支部 4月17日 北尾　榮章

札幌中央支部 5月15日 芳賀　由治

札幌東支部 6月19日 島田　宏志

札幌南支部 7月17日 今村　敏彦

本部相談所 8月21日 久慈　　裕

札幌北支部 9月18日 高橋　和男

札幌西支部 10月16日 北尾　榮章

札幌中央支部 11月20日 堀井　眞吾

札幌東支部 12月18日 島田　宏志

札幌南支部 1月15日 今村　敏彦

札幌北支部 2月20日 山田　秀俊

札幌西支部 3月19日 北尾　榮章

((44))各各支支部部ににおおけけるる空空きき家家相相談談会会等等のの実実施施状状況況

所属 開催日 相談会 会場 派遣相談員

島田　宏志

植木　功一

高木　由紀子

吉岡　成哲

野村　龍平

植木　功一

近藤　正人

田中　義和

北尾　榮章

佐藤　俊夫

杉山　和次

伊藤　慎一

大野　陽子

澁谷　真希

北尾　榮章

佐藤　俊夫

杉山　和次

伊藤　慎一

大野　陽子

澁谷　真希

科学館公園

札幌西支部

7月13日
［札幌市］
裏参道夏まつり不動産相談会

札幌市中央区南
１条西２４丁目

札幌東支部

9:00～12:00

8月1日

8月2日

札幌東急ＲＥＩ
ホテル

［札幌市］
第２２回市民不動産講座

［札幌市］札幌市役所本庁舎１階
北側市民の声を聞く課相談窓口

9月20日

［札幌市］
不動産無料相談会
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所属 開催日 相談会 会場 派遣相談員

6月25日
函館市湯川支所

２階会議室
竹内　優之

1月21日
函館市地域交流まち
づくりセンター３階

会議室A
辰己　博康

片瀬　雄也

乾辺　博志

高瀬　政男

山下　正純

木村　誠志

杉山　　健

佐々木 規光

山下　正純

木村　誠志

杉山　　健

内池　秀光

山下　正純

木村　誠志

杉山　　健

佐々木 規光

3月7日
［洞爺湖町］
洞爺湖町空き家セミナー

洞爺湖町役場 片岡　雄也

星野　岳夫

勝木　寛人

大野　盛仁

保科　裕之

松井　光宏

今成　忠司

川原　由匡

寺下　克彦

旗手　康博

市原　正基

東　　丈泰

渡邉　　要

神部 志乃信

南﨑　圭太

越野　　聡

上田　項己

苫小牧支部

11月1日
［苫小牧市］
苫小牧市空き家相談会

苫小牧市活動セ
ンター

室蘭市市民会館

12月1日
［苫小牧市］
はじめての一人暮らしセミナー

北海道苫小牧東
高等学校

8月23日
［室蘭市］
室蘭市住まいの相談会

室蘭市
文化センター

5月10日

室蘭市生涯学習
センターきらん

7月12日
［室蘭市］
室蘭市住まいの相談会

［函館市］
空き家相談会

だて歴史の杜カ
ルチャーセン
ター

［伊達市］
伊達市不動産相談会

2月14日
［室蘭市］
あれこれなんでも相談会

函館支部

室蘭支部

空知支部

空知不動産会館

滝川市まちづく
りセンターみん
くる

［岩見沢市］
空知支部不動産無料相談会

［滝川市］
空知支部不動産無料相談会

11月5日

2月14日
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所属 開催日 相談会 会場 派遣相談員

8月30日
［比布町］
令和７年度「比布町空き家無料相
談会」

比布町農村環境
改善センター

幅口　修

吉川　裕二

富居　　亮

吉川　裕二

髙嶋　信行

北　　真克

小川　恭平

幅口　　修

富居　　亮

11月16日
［旭川市］
令和７年度旭川市空き家無料合同
相談会

旭川市役所総合
庁舎３階相談室
Aほか

吉川　裕二

安江　範鎮

荒木　直人

川村　和男

遠藤　幸博

石井 裕次郎

近藤　直也

安江　範鎮

荒木　直人

石井 裕次郎

近藤　直也

川村　和男

遠藤　幸博

堀川　貴庸

小田桐 秀敏

安江　範鎮

荒木　直人

石井 裕次郎

近藤　直也

安江　範鎮

川村　和男

遠藤　幸博

田辺　喜久

川上　　哲

10月13日
［帯広市］
１０士業合同くらしのよろず相談
会

帯広支部

11月16日

［帯広市］
空家マッチングシステム（帯広市
との空き家対策推進協定に関する
事業）

担当相談員が電
話・メール等に
より対応

とかちプラザ1F
ギャラリー

［帯広市］
帯広支部不動産の日相談会

9月27日

とかちプラザ1F
大会議室

帯広市役所10F
第３会議室

帯広支部
毎月

第2日曜日/
第4火曜日

［帯広市］
住まいのワンストップ相談窓口

9月14日

10月5日
ホテルウィング
インターナショ
ナル旭川駅前

［旭川市］
令和７年度宅建不動産相談会（旭
川支部主催）

旭川支部

［旭川市］
旭川たいせつ圏域空き家セミナー
＆個別相談会

旭川市役所総合
庁舎７階会議室

Aほか
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所属 開催日 相談会 会場 派遣相談員

6月2日
［北見市］
北見市空き家・住まい春の無料相
談会

北見市役所２階 村田　　望

12月6日
［津別町］
空き家所有者向け相談会

北見信用金庫本
店

竹口　祐司

2月21日
［網走市］
網走市空き家無料相談会

オホーツク・文
化交流センター

佐藤　公一

長嶋　敏宏

水野　猛人

鈴木　　功

木嶋　昌史

長嶋　敏宏

長谷川　伸

木嶋　昌史

長嶋　敏宏

北見支部

10月3日

10月23日

12月20日
［厚岸町］
厚岸町空き家相談会

厚岸町役場

釧路支部

［釧路市］
釧路市音別地域空き家無料合同相
談会

［釧路市］
釧路市空き家無料合同相談会

釧路市音別町コ
ミュニティセン
ター

釧路市役所

－18－



692

49

41

44

0

356

28.8%

34.2%

28.9%

44.6%

19.2%

26.5%

44.8%

20.1%

15.2%

19.3%

70

93

120

354

39

69

78

78

43

5

3

1

0 64

37

93

197

13

577

296

5,145

24.9%1,636 89428723

57

27

75

158

13

38

31

38

0

286

2

0

2

13

2

0

会場受講社数

受講社数
(DVD貸出）

WEB受講社数
受 講 人 数
受 講 率

対象社数 会場受講社数

会場受講社数
対 象 社 数

対 象 社 数
会場受講社数

受講社数
(DVD貸出）

WEB受講社数
受 講 人 数

1 0 1 2

●札幌地区5支部

22..支支部部回回数数別別受受講講状状況況

412

248

0 0 0 0

第1回

39

●空知支部

受 講 率
受 講 人 数

3

1 0 0 1

受講社数
(DVD貸出）

WEB受講社数
受 講 人 数
受 講 率

対 象 社 数
会場受講社数

受講社数
(DVD貸出）

0 0

0 0 2 2 0 3 5

WEB受講社数

受講社数
(DVD貸出）

692

1,160

19.3% 18.7% 23.1% 15.7%

受講社数
(DVD貸出）

受講社数
(DVD貸出）

受講社数
(DVD貸出）

受講社数
(DVD貸出）

6 0 7 13

0 0 0 0

1 0 1 2

WEB受講社数 12 43

WEB受講社数 247 170 275

2

- 38 -

●苫小牧支部 ●釧路支部

-

9 22

会場受講社数

33

0

受 講 率

対 象 社 数
会場受講社数

WEB受講社数
受 講 人 数
受 講 率

78

- 38

143

第2回

27

会場受講社数

WEB受講社数

対 象 社 数
合計

117 117

103 108

第1回 第2回 第3回

241827

29

2425

- 31 -

34 11

84 83 81 248
第1回 第2回 第3回 第1回 第2回

9337

702912

354

1204778

57 -

第1回

57

69

37 - 37

2731 - 27 -

第3回 合計

WEB受講社数

28.8%
- 64 - 64
19.7% 46.9% 19.7%

29

受 講 率 20.6% 40.9% 18.0% 26.5%

受 講 人 数 - 49 - 49

第3回 合計
対 象 社 数 136 137 139 412

第1回 第2回 第3回 合計
147 441147 147対 象 社 数

受 講 人 数 - 41 - 41
23.9% 47.9% 30.8% 34.2%受 講 率 41.7% 50.6% 42.0% 44.8%

120 354

- 93
受 講 率 15.0% 32.8% 12.5% 20.1%

●室蘭支部 ●北見支部

- 93

75

受 講 人 数 - 44 - 44
20.5% 39.6% 26.4% 28.9%

会場受講社数 - 38 - 38 -

29WEB受講社数 5716
0 3

- 75

合計
対 象 社 数 193 192 192 577

第1回 第2回 第3回 合計
229 230 227 686

44.6%

●函館支部 ●帯広支部

- 197 - 197
受 講 率 11.1% 22.0% 12.4% 15.2%

受 講 人 数 - - - 0
27.1% 77.8% 28.8%

会場受講社数 - 0 - 0 - 158 - 158

対 象 社 数 99 100 97 296 387 387 386

19.2%

●小樽支部 ●旭川支部
第1回 第2回 第3回 合計 第1回 第2回 第3回 合計

受 講 率 14.0% 25.2% 18.5%

13

受 講 人 数 - 356 - 356 - 13 - 13

会場受講社数 - 286 - 286 - 13 -

17 8 14

受講社数
(DVD貸出） 0 0

第2回 第3回 合計
対 象 社 数 1,807 1,813 1,525 5,145 91 91 89 271

第1回 第2回 第3回 合計

令和７年度宅建協会不動産研修会受講状況

11..支支部部別別受受講講状状況況（（第第11回回～～第第33回回延延べべ数数））

札　幌

受講率

北　見

釧　路

帯　広

合　計

空　知

旭　川

室　蘭

苫小牧

小　樽

函　館

WEB受講社数 受講人数
受講社数

（ＤＶＤ貸出）

9,590

441

354

686

1,160

271

別別表表 ４４
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１．実施状況

【座学法定講習】

開催日 受講人数 道外人数

2025年4月15日(火) 札幌
北海道自治労会館　3F会議室
札幌市北区北６条西７丁目５－３

44 1

2025年5月20日(火) 札幌
北海道自治労会館　3F会議室
札幌市北区北６条西７丁目５－３

35 1

2025年6月3日(火) 旭川
北海道宅建協会　旭川支部
旭川市７条通２０丁目９７－1

23

2025年6月17日(火) 函館
サン・リフレ函館　視聴覚室
函館市大森町2番14号

5

2025年6月24日(火) 札幌
北海道宅建協会

札幌市中央区北１条西１７丁目
23 1

2025年7月1日(火) 帯広
北海道宅建協会　帯広支部

帯広市西１２条南１７丁目４－1
10

2025年7月29日(火) 札幌
北海道自治労会館　3F会議室
札幌市北区北６条西７丁目５－３

35

2025年8月26日(火) 札幌
北海道自治労会館　3F会議室
札幌市北区北６条西７丁目５－３

36

2025年9月30日(火) 札幌
北海道自治労会館　3F会議室
札幌市北区北６条西７丁目５－３

31 1

2025年10月28日(火) 札幌
北海道自治労会館　3F中ホール
札幌市北区北６条西７丁目５－３

51

2025年11月18日(火) 旭川
北海道宅建協会　旭川支部
旭川市７条通２０丁目９７－1

13

2025年12月2日(火) 函館
サン・リフレ函館　視聴覚室
函館市大森町2番14号

9

2025年12月16日(火) 札幌
北海道自治労会館　3F会議室
札幌市北区北６条西７丁目５－４

36

2026年1月20日(火) 帯広
北海道宅建協会　帯広支部

帯広市西１２条南１７丁目４－1
4

2026年1月27日(火) 札幌
北海道自治労会館　3F会議室
札幌市北区北６条西７丁目５－３

32

2026年2月24日(火) 札幌
北海道自治労会館　3F会議室
札幌市北区北６条西７丁目５－３

19

2026年3月24日(火) 札幌
北海道自治労会館　3F会議室
札幌市北区北６条西７丁目５－３

32

438 4

開催場所

令和７年度　宅地建物取引士講習実施状況

合　　　計

別別表表５５
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【Web法定講習】

発行日 受講人数 発行日 受講人数

4月3日 29 10月2日 21

4月10日 21 10月9日 28

4月17日 16 10月16日 22

5月15日 114 10月23日 20

5月22日 18 10月30日 26

5月29日 12 11月6日 22

6月5日 38 11月13日 19

6月12日 16 11月20日 33

6月19日 10 11月27日 15

6月26日 48 12月4日 18

7月3日 27 12月11日 24

7月10日 22 12月18日 36

7月17日 33 1月15日 84

7月24日 13 1月22日 19

7月31日 16 1月29日 47

8月7日 18 2月5日 19

8月14日 16 2月12日 28

8月21日 31 2月19日 24

8月28日 32 2月26日 29

9月4日 24 3月5日 18

9月11日 17 3月12日 23

9月18日 29 3月19日 24

9月25日 23 3月26日 22

1,244合　　計
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Web受講者 座学受講者 受講合計 新規 書換 亡失等 合　　　計

4月 66 44 110 137 3 2 252

5月 144 35 179 74 5 4 262

6月 112 51 163 60 2 3 228

7月 111 45 156 53 3 1 213

8月 97 36 133 27 3 3 166

9月 93 31 124 36 4 3 167

10月 117 51 168 35 2 6 211

11月 89 13 102 38 4 0 144

12月 78 45 123 21 5 4 153

1月 150 36 186 56 4 1 247

2月 100 19 119 79 3 4 205

3月 87 32 119 127 － 1 247

合計 1,244 438 1,682 743 38 32 2,495

令和７年度
２．「証」交付受託事務処理状況
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Web受講者 座学受講者 受講合計 新規 書換 亡失等 合　　　計

4月 66 44 110 137 3 2 252

5月 144 35 179 74 5 4 262

6月 112 51 163 60 2 3 228

7月 111 45 156 53 3 1 213

8月 97 36 133 27 3 3 166

9月 93 31 124 36 4 3 167

10月 117 51 168 35 2 6 211

11月 89 13 102 38 4 0 144

12月 78 45 123 21 5 4 153

1月 150 36 186 56 4 1 247

2月 100 19 119 79 3 4 205

3月 87 32 119 127 － 1 247

合計 1,244 438 1,682 743 38 32 2,495

令和７年度
２．「証」交付受託事務処理状況

      宅宅地地建建物物取取引引士士資資格格試試験験年年度度別別実実施施状状況況  

 平成 15 年 平成 16 年 平成 17 年 平成 18 年 平成 19 年 

申 込 者 数 5,617 5,902 6,324 6,767 7,510 
受 験 者 数 4,576 4,744 5,065 5,522 6,080 
受験率（％） 81.5 80.4 80.1 81.6 81.0 
合 格 者 数 733 722 816 897 966 
合格率（％） 16.0 15.3 16.1 16.2 15.9 
 

 平成 20 年 平成 21 年 平成 22 年 平成 23 年 平成 24 年 

申 込 者 数 7,507 6,964 6,245 6,493 6,628 
受 験 者 数 6,065 5,604 5,172 5,386 5,461 
受験率（％） 80.8 80.5 82.8 83.0 82.4 
合 格 者 数 980 951 709 791 873 
合格率（％） 16.2 17.0 13.7 14.7 16.0 
 

 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 

申 込 者 数 6,558 6,551 6,585 6,616 6,878 
受 験 者 数 5,338 5,305 5,345 5,415 5,710 
受験率（％） 81.4 81.0 81.2 81.8 83.0 
合 格 者 数 758 861 731 779 816 
合格率（％） 11.6 16.2 13.7 14.4 14.3 
 

 平成 30 年 令和元年 令和 2 年 令和 3 年 令和 4 年 

申 込 者 数 7,217 7,640 7,313 8,140 8,130 
受 験 者 数 5,930 6,261 5,966 6,704 6,584 
受験率（％） 82.2 82.0 81.6 82.4 81.0 
合 格 者 数 811 908 825 1,025 1,006 
合格率（％） 13.7 14.5 13.8 15.3 15.3 
 

 令和 5 年 令和 6 年 令和 7 年 

申 込 者 数 8,269 8,450 8,528 
受 験 者 数 6,795 6,893 6,968 
受験率（％） 82.1 81.6 81.7 
合 格 者 数 1,044 1,178 1,268 
合格率（％） 15.4 17.1 18.2 
 

別別表表６６  
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令和8年3月末現在

取引形態 物件種別 登録数 前年度月比 成約数 前年度比

売主 土地 1,257 97.7% 236 135.6%

売主 戸建 1,447 84.0% 316 55.6%

売主 マンション 734 74.1% 92 87.6%

売主 事業用 140 109.4% 9 112.5%

売主 売主計 3,578 86.7% 653 76.4%

代理 土地 58 156.8% 1 50.0%

代理 戸建 11 50.0% 0 0.0%

代理 マンション 12 171.4% 1 100.0%

代理 事業用 6 37.5% 2 100.0%

代理 代理計 87 106.1% 4 57.1%

専属媒介 土地 642 96.3% 136 117.2%

専属媒介 戸建 459 104.1% 109 103.8%

専属媒介 マンション 161 87.0% 32 123.1%

専属媒介 事業用 176 101.1% 30 103.4%

専属媒介 専属媒介計 1,438 98.0% 307 111.2%

専任媒介 土地 5,102 95.8% 1,216 103.2%

専任媒介 戸建 5,074 95.9% 1,765 107.7%

専任媒介 マンション 2,492 95.1% 721 111.4%

専任媒介 事業用 1,210 98.5% 233 100.0%

専任媒介 専任媒介計 13,878 95.9% 3,935 106.4%

一般媒介 土地 2,045 96.7% 227 89.4%

一般媒介 戸建 1,916 94.3% 471 105.4%

一般媒介 マンション 650 87.8% 115 113.9%

一般媒介 事業用 722 96.5% 85 111.8%

一般媒介 一般媒介計 5,333 94.7% 898 102.3%

合計 土地 9,104 96.5% 1,816 105.3%

合計 戸建 8,907 93.7% 2,661 96.4%

合計 マンション 4,049 89.1% 961 109.2%

合計 事業用 2,254 98.2% 359 103.2%

合計 売買計 24,314 94.3% 5,797 101.5%

貸主 住居用 347 140.5% 74 108.8%

貸主 事業用 43 91.5% 6 50.0%

貸主 貸主計 390 132.7% 80 100.0%

代理 住居用 790 89.9% 302 134.8%

代理 事業用 92 109.5% 18 128.6%

代理 代理計 882 91.6% 320 134.5%

専任媒介 住居用 207 65.5% 38 43.2%

専任媒介 事業用 55 73.3% 4 28.6%

専任媒介 専任媒介計 262 67.0% 42 41.2%

一般媒介 住居用 341 83.2% 108 101.9%

一般媒介 事業用 144 59.3% 13 100.0%

一般媒介 一般媒介計 485 74.3% 121 101.7%

合計 住居用 1,685 91.0% 522 107.4%

合計 事業用 334 74.4% 41 77.4%

合計 賃貸計 2,019 87.7% 563 104.5%

－ － 26,333 93.8% 6,360 101.7%

令令和和７７年年度度レレイインンズズ物物件件登登録録数数

売
　
買
　
物
　
件

賃
　
貸
　
物
　
件

合
計

別別表表７７
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令和8年3月末現在

取引形態 物件種別 登録数 前年度月比 成約数 前年度比

売主 土地 1,257 97.7% 236 135.6%

売主 戸建 1,447 84.0% 316 55.6%

売主 マンション 734 74.1% 92 87.6%

売主 事業用 140 109.4% 9 112.5%

売主 売主計 3,578 86.7% 653 76.4%

代理 土地 58 156.8% 1 50.0%

代理 戸建 11 50.0% 0 0.0%

代理 マンション 12 171.4% 1 100.0%

代理 事業用 6 37.5% 2 100.0%

代理 代理計 87 106.1% 4 57.1%

専属媒介 土地 642 96.3% 136 117.2%

専属媒介 戸建 459 104.1% 109 103.8%

専属媒介 マンション 161 87.0% 32 123.1%

専属媒介 事業用 176 101.1% 30 103.4%

専属媒介 専属媒介計 1,438 98.0% 307 111.2%

専任媒介 土地 5,102 95.8% 1,216 103.2%

専任媒介 戸建 5,074 95.9% 1,765 107.7%

専任媒介 マンション 2,492 95.1% 721 111.4%

専任媒介 事業用 1,210 98.5% 233 100.0%

専任媒介 専任媒介計 13,878 95.9% 3,935 106.4%

一般媒介 土地 2,045 96.7% 227 89.4%

一般媒介 戸建 1,916 94.3% 471 105.4%

一般媒介 マンション 650 87.8% 115 113.9%

一般媒介 事業用 722 96.5% 85 111.8%

一般媒介 一般媒介計 5,333 94.7% 898 102.3%

合計 土地 9,104 96.5% 1,816 105.3%

合計 戸建 8,907 93.7% 2,661 96.4%

合計 マンション 4,049 89.1% 961 109.2%

合計 事業用 2,254 98.2% 359 103.2%

合計 売買計 24,314 94.3% 5,797 101.5%

貸主 住居用 347 140.5% 74 108.8%

貸主 事業用 43 91.5% 6 50.0%

貸主 貸主計 390 132.7% 80 100.0%

代理 住居用 790 89.9% 302 134.8%

代理 事業用 92 109.5% 18 128.6%

代理 代理計 882 91.6% 320 134.5%

専任媒介 住居用 207 65.5% 38 43.2%

専任媒介 事業用 55 73.3% 4 28.6%

専任媒介 専任媒介計 262 67.0% 42 41.2%

一般媒介 住居用 341 83.2% 108 101.9%

一般媒介 事業用 144 59.3% 13 100.0%

一般媒介 一般媒介計 485 74.3% 121 101.7%

合計 住居用 1,685 91.0% 522 107.4%

合計 事業用 334 74.4% 41 77.4%

合計 賃貸計 2,019 87.7% 563 104.5%

－ － 26,333 93.8% 6,360 101.7%

令令和和７７年年度度レレイインンズズ物物件件登登録録数数

売
　
買
　
物
　
件

賃
　
貸
　
物
　
件

合
計

別別表表７７

支部名 会員数 前月数 退会・支部移動等 今月加入数 合計 加入率

札幌中央 403 398 1 2 401 99.5%

札幌東 334 307 0 0 307 91.9%

札幌西 346 331 ▲ 4 1 328 94.8%

札幌南 279 252 ▲ 2 1 251 90.0%

札幌北 432 403 ▲ 5 2 400 92.6%

小計 1,794 1,691 ▲ 10 6 1,687 94.0%

小樽 97 82 ▲ 1 0 81 83.5%

函館 191 169 0 0 169 88.5%

室蘭 81 61 0 0 61 75.3%

苫小牧 139 127 0 1 128 92.1%

空知 89 71 ▲ 2 0 69 77.5%

旭川 386 341 ▲ 2 2 341 88.3%

帯広 227 202 ▲ 2 1 201 88.5%

北見 120 91 ▲ 1 0 90 75.0%

釧路 147 119 ▲ 2 1 118 80.3%

小計 1,477 1,263 ▲ 10 5 1,258 85.2%

合計 3,271 2,954 ▲ 20 11 2,945 90.0%

レレ イイ ンン ズズ IIPP 型型 加加 入入 状状 況況

（（22002266年年33月月末末日日現現在在））

別別表表８８
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1. 試験地別受験状況

地区・区分 申込者数 受験者数 受験率(％) 合格者数 合格率(％)

札 幌 19 15 78.9 6 40.0

仙 台 34 22 64.7 8 36.4

東 京 731 537 73.5 259 48.2

横 浜 171 138 80.7 70 50.7

静 岡 23 19 82.6 5 26.3

金 沢 20 17 85.0 5 29.4

名 古 屋 92 68 73.9 32 47.1

大 阪 192 147 76.6 59 40.1

広 島 27 19 70.4 10 52.6

高 松 35 30 85.7 14 46.7

福 岡 96 81 84.4 34 42.0

沖 縄 33 25 75.8 6 24.0

合　　計 1473 1,118 75.9 508 45.4

2. 年度別実施状況 (札幌会場)

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年

申 込 者 数 36 47 35 31 30

受 験 者 数 29 40 24 26 24

受験率(％) 80.6 85.1 68.6 83.8 80

合 格 者 数 15 16 7 2 8

合格率(％) 51.7 40 29.2 7.7 33.3

令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

申 込 者 数 39 37 36 22 32

受 験 者 数 36 26 30 18 18

受験率(％) 92.3 70.3 83.3 81.8 56.3

合 格 者 数 17 5 13 7 7

合格率(％) 47.2 19.2 43.3 38.9 38.9

令和７年

申 込 者 数 19

受 験 者 数 15

受験率(％) 78.9

合 格 者 数 6

合格率(％) 40.0

令令和和７７年年度度不不動動産産ココンンササルルテティィンンググ技技能能試試験験実実施施状状況況

別別表表９９
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【宅　建】

令令和和７７年年度度

4月15日 第1回四役・総務財務委員長会議

〃 宅地建物取引士法定講習会（自治労会館）

18日 第1回理事会

21日 たっけんライブラリー(札幌駅前通地下歩行空間・23日まで)

23日 令和6年度期末監査会

28日 第1回総務・財務合同委員会

5月7日 第2回理事会

19日 たっけんライブラリー(札幌駅前通地下歩行空間・21日まで)

20日 宅地建物取引士法定講習会（自治労会館）

26日 定時総会運営会議

29日 第3回理事会

〃 第14回定時総会

〃 合同懇親会

6月3日 宅地建物取引士法定講習会（旭川）

17日 宅地建物取引士法定講習会（函館）

18日 北海道不動産会館改築工事入札

23日 第1回会館建設WG

24日 宅地建物取引士法定講習会（自治労会館）

7月1日 宅地建物取引士法定講習会（帯広）

2日 第2回会館建設WG

8日 第1回研修委員会（web）

10日 第1回情報提供委員会

15日 第2回広報委員会（web）

24日 第4回理事会

25日 第1回相談業務・苦情弁済合同委員会

29日 宅地建物取引士法定講習会（自治労会館）

8月1日 第3回広報委員会

26日 宅地建物取引士法定講習会（自治労会館）

9月3日 賃貸不動産経営管理士講習（自治労会館）

10日 第3回会館建設WG

30日 宅地建物取引士法定講習会（自治労会館）

10月6日 たっけんライブラリー(札幌駅前通地下歩行空間・8日まで)

10日 第4回会館建設WG

17日 令和7年度宅地建物取引士資格試験

28日 第2回宅建協会不動産研修会（空知）

〃 新入会員研修（函館）

〃 宅地建物取引士法定講習会（自治労会館）

11月4日 第2回宅建協会不動産研修会（旭川）

6日 第2回宅建協会不動産研修会（苫小牧）

7日 新入会員研修（帯広）

9日 不動産コンサルティング技能試験（札幌コンベンションセンター）

10日 第2回宅建協会不動産研修会（室蘭）

11日 第2回宅建協会不動産研修会（京王プラザホテル札幌）

12日 第2回宅建協会不動産研修会（帯広）

13日 第2回宅建協会不動産研修会（釧路）

業業　　務務　　日日　　誌誌
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〃 新入会員研修（札幌コンベンションセンター）

17日 第2回宅建協会不動産研修会（北見）

18日 宅地建物取引士法定講習会（旭川）

20日 第2回宅建協会不動産研修会（函館）

21日 新入会員研修（旭川）

29日 道新資産運用ﾌｪｱ（グランドメルキュール札幌大通公園・30日まで

12月2日 宅地建物取引士法定講習会（函館）

3日 第2回四役・総財委員長会議

5日 第2回総務・財務合同委員会

10日 第5回理事会（東急REIホテル）

11日 第3回研修委員会（web）

16日 宅地建物取引士法定講習会（自治労会館）

19日 第2回相談業務・苦情弁済合同委員会

1月16日 第7回広報委員会

20日 宅地建物取引士法定講習会（帯広）

27日 第2回情報提供委員会

〃 宅地建物取引士法定講習会（自治労会館）

29日 第3回相談業務・苦情弁済合同委員会

2月2日 第2回企画事業委員会

13日 第3回四役・総務財務委員長会議

24日 宅地建物取引士法定講習会（自治労会館）

18日 たっけんライブラリー(札幌駅前通地下歩行空間・20日まで)

26日 第4回相談業務・苦情弁済合同委員会

3月2日 予算策定委員会兼、令和７年度第３回総務・財務合同委員会

13日 第6回理事会

19日 第10回広報委員会

24日 宅地建物取引士法定講習会（自治労会館）

26日 第5回相談業務・苦情弁済合同委員会

30日 ﾊﾄﾏｰｸｸﾞﾙｰﾌﾟ・ﾋﾞｼﾞｮﾝ推進会議
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公益社団法人　北海道宅地建物取引業協会

備　　　　考
ⅠⅠ　　一一般般正正味味財財産産増増減減のの部部
１１．．経経常常増増減減のの部部
  ((11))  経経常常収収益益

①特定資産運用益 ( 358,015 ) ( 150,870 ) ( 207,145 )
358,015 150,870 207,145 定期預金利息等

②受取入会金 ( 20,000,000 ) ( 23,200,000 ) ( △ 3,200,000 )
12,000,000 13,200,000 △ 1,200,000 正会員１３２社
8,000,000 10,000,000 △ 2,000,000 準会員２５社

③受取会費 ( 184,750,000 ) ( 186,558,300 ) ( △ 1,808,300 )
165,010,000 166,348,500 △ 1,338,500 正会員会費
19,740,000 20,209,800 △ 469,800 準会員会費

④事業収益 ( 47,462,820 ) ( 48,026,761 ) ( △ 563,941 )
400,000 419,100 △ 19,100 全宅連受託費

2,023,800 2,007,000 16,800 保証協会受託費
1,174,160 1,187,160 △ 13,000 他団体講習等受託費
3,000,000 3,066,140 △ 66,140 空き家情報バンク受託費
4,864,860 5,643,561 △ 778,701 宅建士証受託費

36,000,000 35,703,800 296,200 宅建試験受託費
⑤受講料収益 ( 20,040,000 ) ( 19,188,000 ) ( 852,000 )

20,040,000 19,188,000 852,000 宅建士法定講習受講料
⑥賃料収益 ( 2,200,000 ) ( 4,289,024 ) ( △ 2,089,024 )

2,200,000 4,289,024 △ 2,089,024 テナント等家賃
⑦雑収益 ( 3,577,390 ) ( 6,201,510 ) ( △ 2,624,120 )

1,390 40,393 △ 39,003 受取利息
3,576,000 6,161,117 △ 2,585,117 販売品売上等

                経経常常収収益益計計 278,388,225 287,614,465 △ 9,226,240
  ((22))経経常常費費用用

①事業費 ( 248,701,153 ) ( 244,560,784 ) ( 4,140,369 )本・支部事業費
役員報酬 771,000 770,988 12 役員報酬
給料手当 80,892,220 81,090,860 △ 198,640 給料手当
臨時雇賃金 5,718,000 4,526,962 1,191,038 臨時アルバイト料
退職給付費用 6,962,834 6,705,339 257,495 退職給付費用
福利厚生費 14,354,843 14,147,942 206,901 社会保険料等
会員福利費 10,085,070 9,550,643 534,427 親睦会・懇親会費負担分
旅費交通費 8,009,567 7,116,118 893,449 会議以外の旅費等
会議費 5,378,922 3,322,805 2,056,117 委員会等の旅費・会場費
通信運搬費 7,897,541 7,613,088 284,453 郵送、電話、ＦＡＸ料等
減価償却費 2,978,870 3,105,117 △ 126,247 減価償却費
消耗什器備品費 1,077,765 838,313 239,452 什器備品購入費（１０万円未満）

消耗品費 4,630,949 4,941,844 △ 310,895 事務用品、消耗品費等
修繕費 139,800 322,809 △ 183,009 修繕費
印刷費 5,909,671 4,749,284 1,160,387 印刷費、用紙代等
広報費 7,891,504 7,950,310 △ 58,806 広報誌費、ホームページ費等

新聞図書費 4,931,096 4,937,692 △ 6,596 書籍費等
燃料費 0 11,560 △ 11,560 車両燃料費
水道光熱費 2,931,856 3,659,756 △ 727,900 水道光熱費
賃借料 36,443,548 31,863,280 4,580,268 賃借料、会場代等
保険料 924,290 1,193,009 △ 268,719 保険料等
諸謝金 2,835,440 2,596,240 239,200 講師料
調査費 19,000 0 19,000 調査費
租税公課 6,492,925 5,568,616 924,309 固定資産税等
支払負担金 15,078,220 15,326,238 △ 248,018 負担金
支払助成金 25,000 5,000 20,000 助成金
支払寄付金 900,000 898,266 1,734 寄付金
委託費 10,476,064 16,195,430 △ 5,719,366 委託費・保守料・顧問報酬
会費徴収事務費 2,894,000 2,815,067 78,933 会費徴収事務費
貸倒引当金繰入額 400,000 480,253 △ 80,253 貸倒引当金繰入額
雑費 1,651,158 2,257,955 △ 606,797 振込手数料等

  予予算算対対比比正正味味財財産産増増減減計計算算書書  
令和 7年 4月 1日から令和 8年 3月31日まで

科        目 予算額 決算額 差  異

  特定資産受取利息

  正会員受取入会金
  準会員受取入会金

  正会員受取会費
  準会員受取会費

  適正取引推進機構受託費収益

  家賃収益

  受取利息
  雑収益

  全宅連受託費収益
  保証協会受託費収益
  他団体受託費収益
  行政等受託費収益
  道受託費収益

  法定講習費収益
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備　　　　考

②管理費 ( 56,754,273 ) ( 54,545,687 ) ( 2,208,586 ) 本・支部管理費
役員報酬 229,000 229,008 △ 8 役員報酬
給料手当 9,883,915 9,843,355 40,560 給料手当
退職給付費用 1,277,208 1,383,131 △ 105,923 退職給付費用
福利厚生費 1,860,487 1,872,803 △ 12,316 社会保険料等
会議費 18,952,436 14,841,849 4,110,587 総会・理事会等の旅費・会場費

旅費交通費 904,792 1,154,454 △ 249,662 他団体等の会議の旅費等
通信運搬費 918,699 835,643 83,056 郵送、電話、ＦＡＸ料等
減価償却費 223,130 232,245 △ 9,115 減価償却費
消耗什器備品費 151,535 87,301 64,234 什器備品購入費（１０万円未満）

消耗品費 142,465 149,684 △ 7,219 事務用品代、消耗品代等
新聞図書費 37,836 23,949 13,887 新聞費、書籍費等
修繕費 510,200 35,143 475,057 修繕費
印刷費 899,429 632,418 267,011 印刷費、用紙代等
燃料費 0 679 △ 679 車両燃料費
水道光熱費 1,593,744 2,075,645 △ 481,901 水道光熱費
賃借料 1,838,226 1,618,137 220,089 賃借料等
保険料 116,500 137,676 △ 21,176 保険料等
諸謝金 1,360 1,360 0 謝礼金
租税公課 793,075 532,054 261,021 固定資産税等
支払負担金 12,343,580 12,843,459 △ 499,879 負担金
支払寄付金 5,000 105,000 △ 100,000 寄付金
委託費 1,048,997 3,149,227 △ 2,100,230 委託費・保守料・顧問報酬
慶弔費 1,494,500 1,161,191 333,309 会員の慶弔費等
渉外費 597,000 585,956 11,044 会員外の慶弔費等
貸倒引当金繰入額 400,000 480,253 △ 80,253 貸倒引当金繰入額
雑費 531,159 534,067 △ 2,908 振込手数料等

        経経常常費費用用計計 305,455,426 299,106,471 6,348,955
          評価損益等調整前当期経常増減額 △ 27,067,201 △ 11,492,006 △ 15,575,195
          評価損益等計 0 0 0
          当当期期経経常常増増減減額額 △ 27,067,201 △ 11,492,006 △ 15,575,195
  ２２．．経経常常外外増増減減のの部部
  ((11))  経経常常外外収収益益
                          経経常常外外収収益益計計 0 0 0
  ((22))  経経常常外外費費用用
   ①固定資産除却損

 建物除却損 63,578,546 66,878,546 △ 3,300,000
 建物付属設備除却損 600,007 600,007 0
 構築物除却損 1 1 0
 什器備品除却損 27,325 27,325 0

                          経経常常外外費費用用計計 64,205,879 67,505,879 △ 3,300,000
                    　　      当当期期経経常常外外増増減減額額 △ 64,205,879 △ 67,505,879 3,300,000
　　      税税引引前前一一般般正正味味財財産産増増減減額額

　   　　　法人税、住民税及び事業税 ( 580,000 ) ( 580,000 ) ( 0 )
                            当当期期一一般般正正味味財財産産増増減減額額 △ 91,853,080 △ 79,577,885 △ 12,275,195
                            一一般般正正味味財財産産期期首首残残高高 1,122,058,452 1,122,058,452 0
                            一一般般正正味味財財産産期期末末残残高高 1,030,205,372 1,042,480,567 △ 12,275,195

ⅡⅡ　　指指定定正正味味財財産産増増減減のの部部
                    　　当当期期指指定定正正味味財財産産増増減減額額 0 0 0
                    　　指指定定正正味味財財産産期期首首残残高高 0 0 0
                    　　指指定定正正味味財財産産期期末末残残高高 0 0 0

ⅢⅢ　　正正味味財財産産期期末末残残高高 1,030,205,372 1,042,480,567 △ 12,275,195

科        目 予算額 決算額 差  異

－2－


